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ドイツ語圏のファミリービジネスを取り巻く状況には現在、
ある種の傾向と変化が見られます。株式譲渡において、相続人
全員が平等に扱われるケースが増加しています。同時に、ファ
ミリー企業における事業の承継は、株主の役割の中で行われ、
事業の運営は家族外の経営者によって行われるケースが増加
していることも、見て取れます。すなわちファミリービジネス
には、オーナーによる経営からオーナーによる支配への移行と
いう変化が見られるようになっています。本質的に、「支配権
を持つ家族」1 の根底にあるメンタルモデルの課題は、第一に、
戦略協議や業績監視プロセスなどへの積極的な参加を通じた、
社内での家族の発言権を明確にすること、そして第二に、オー
ナーグループの結束力を高めることにあります。 

オーナーの結束力は、家族戦略の文脈 2 での家族経営の方策
を通じて構築されますが、もう一つのキーとなるタスクは、ビ
ジネスファミリーの戦略的能力への継続的な取り組みに他な
りません。 

 

 

 

 

 

 

しかし、このプロセスの基礎となるのは、ビジネスファミリ
ーのメンバーに対する体系的な訓練、そしてオーナーシップ能
力の継続的な向上です。それゆえ、次世代の新しい株主たちは
基本的なスキルを学んでいかなければなりません。家族委員、
運営委員および監督委員に就く家族メンバーのためには、さら
に特別な訓練および開発プログラムを用意する必要がありま
す。 

この実践ガイドでは、⾧年にわたりビジネスファミリーに科
学的および助言的な支援を提供してきたことで得た知見をま
とめています。WIFU は、本ガイドの発行者として、読者の方々
に、理論的アプローチの内容とさまざまな側面についての実践
的な価値ある知見を提供したいと考えます。これらの知見が、
オーナーシップ能力開発プログラムの作成についての実践的
な問題に関して、ビジネスファミリーが新たなアイデアを生み
出すために役立てることを願っています。 3 

 

序文 

1 Rüsen et al. (2012)、Rüsen et al. (2019a)、および von Schlippe et al. (2017) を参照。 
2  Rüsen & Löhde (2019)を参照。 
3 ここで、本実践ガイドの作成に多大なご尽力をいただいた Monika Nadler 氏に、心からの感謝の意を表します。 
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1 | 前書きに代えて：「オーナーシップ能力（開発）」 

という言葉の根底にある概念とは何か
 
 

ファミリービジネスの株主は、自らの株主としての立場を、

単なる資本参加以上のものと考えることがよくあります。彼ら

はむしろそれを、自分たちが管理、維持、発展させるべき一種

の「借り物の遺産」と捉えています。つまり、先祖の会社でオ

ーナーシップを持つことは、多くのビジネスファミリーにとっ

て複雑な問題を含んでおり、それは投資家の役割のロジックだ

けでなく、世代を超えた期待や概念化にも関連したものです。

したがって、株主の役割に関するさまざまな期待が、意見の相

違や対立につながることは容易に想像できるでしょう。家族メ

ンバーが、会社の管理、統率の正しい方法、適切な目標、そし

て株主の中での価値観について、異なる意見を持つことは確か

にあります。 

 

ビジネスファミリーが直面する課題、それは家族のロジッ

ク、ビジネスのロジック、そしてオーナーシップのロジック

に同時に従わなければならないことにあります。状況にどう

対応するかによって、その状況が会社にとってチャンスとな

るか、大きなリスクとなるかが決まります。ここで、株式公

開企業の株主とは異なり、ファミリービジネスの各株主は、

彼らの起業家としての責任に基づいて、会社の将来を積極的

に形成するという課題に直面します。しかし、各株主が担う

ことができる、または担うべき役割は、ファミリービジネス

で確立されたガバナンスに大きく依存し、そしてそれは多く

の場合、ファミリーの戦略作成プロセスの結果なのです。 4 さ

らに会社に関する意思決定は、⾧期的にビジネスファミリー

の生活や生計、結束を損なわないようにして行わなければな

りません。 

会社に関して、オーナーには、取締役会に対して⾧期目標を

設定し、対等な立場で戦略的な助言を行い、適切な監視を行い、

必要に応じて役員を入れ替えるという課題があります。これら

の任務を遂行するためには、家族のメンバーは、経営、組織づ

くり、収支計算、資金調達、会社法、資産管理などの専門的能

力だけでなく、会社の歴史や市場環境における現状と技術的な

課題、デジタル変革のダイナミクスや今後の企業戦略に関する

知識も持つ必要があります。さらに、彼らは 家族およびファミ

リービジネスの機能、ロジック、システムのダイナミクスを熟

知 5 していなければなりません 。特に、株主グループとして下

された意思決定、そして個々の家族メンバーや共同で所有して

いるファミリービジネスへの影響との間の（潜在的な）相互作

用については、極めて慎重に考慮しなければなりません。これ

らは⾧期的に、家族、オーナーシップ、そしてビジネスの統合

されたシステムに破壊的な混乱をもたらすかもしれません。し

たがって、ビジネスファミリーのメンバーには、ビジネスに関

する知識とスキルのみならず、極めて専門的な知識も求められ

ます。 

4 詳細な議論については、Rüsen et al. (2019d) を参照。 
5 Kleve (2019)参照。 
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2 | オーナーシップ能力（開発）：2 つの定義
 
 

 

上述したような状況から、専門知識の定義を導き出す

ことができます。これは「ビジネスファミリーの一員と

してのオーナーシップ能力」と呼ぶことができるでしょ

う。6、7 

 

 

定義 1： 

 

OC、すなわちオーナーシップ能力には、ファミリービジ

ネスにおける現在の株主そして潜在的な株主が、オーナー

としての役割やビジネスファミリーの権利と義務を満たす

ために必要な能力とスキルすべてが含まれます。またここ

には、会社やビジネスファミリーが直面する、これまでに

経験したことがなかった状況に対処する能力も含まれま

す。 

定義 2： 

 

DOC、つまりオーナーシップ能力の開発には、専門的な能

力のトレーニングや、共同で所有しているファミリービジ

ネスの株主としての役割を果たすために必要な能力と経験

の獲得のサポートのために、ビジネスファミリーのメンバ

ーが講じるあらゆる取り組みが含まれます。 

 

私たちの理解では、ファミリービジネスの株式を（まだ）保

有していない家族のメンバー、ならびに重要な教育を行うメ

ンバーも、DOC の対象に含める必要があります。

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 
 
 
 
6  Groth & von Schlippe (2011) 、および Aronoff & Ward (2011) を参照。 

7  以下の定義と説明は、Vöpel et al. (2013)に基づいています。  

図 1：ビジネスファミリーにおけるオーナーシップ能力開発 
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3 | 戦略的に開発されたオーナーシップ能力の価値
 
 

 

企業戦略の研究によれば、特に価値が高く、希少で比類がな

く、代替品が存在しないリソースを開発できた場合にのみ、企

業は競争優位性を獲得できるということがわかっています。8 フ

ァミリービジネス特有の競争優位性に目を向けると、ファミリ

ービジネスと非ファミリービジネスがいくつかの点で大きく

異なっていることがわかります。これは主に、「ファミリーネ

ス」、つまりファミリービジネスが持つ家族的要素によるもの

です。この言葉は、家族、各メンバー、そしてビジネス自体の

相互作用によって生み出される特定のリソースの集まりを指

します。9 この特定の家族的要素は、あらゆるファミリービジネ

スのキーとなる特徴であるだけでなく、こうした会社の業績と

競争優位性に不可欠な影響要素でもあります。ビジネスファミ

リーのオーナーシップ能力は、この「ファミリーネス要素」の

絶対不可欠な要素といえます。 

実際のところ、ファミリービジネスには、株主総会や監督

機関を通して、経営に影響を与え得る非常にさまざまな動的

要素が存在します。選択されたガバナンス構造と、その構造

を構成するビジネスファミリーのメンバー（そこには例え

ば、結婚によって加わった家族も含まれる場合がある）に応

じて、ビジネスを経営する家族は、会社のあらゆる重要な意

思決定に関わりを持ちます。彼らのそれぞれの能力は、した

がって、積極的に関与するすべての個人にとって決定的な要

素となります。これには（とりわけ）、会社のプロセスのコ

ンテキストで、個人が活用する能力やスキルが含まれます。

これによって製品やサービスの創出、変化を続ける市場や競

争環境の中での販売が行われ、会社の成功に決定的な貢献を

果たすことができます。会社の発展を目標とした活動に加え

て、関係者にとってもうひとつ重要な任務があります。それ

は、ビジネスファミリー内の対立を（可能な限り）回避する

ことです。ビジネスファミリーが、家族内の結束を破壊する

ような影響事項によって生じる構造的なリスクを軽減するこ

とができれば、会社特有の強みや、競争優位性を維持するこ

とができます。10 

上述の議論からもわかるように、これは極めてデリケートな

問題です。オーナーシップ能力の開発は、複数世代にわたるフ

ァミリービジネスの成功における重要な可変要素であると言

えます。（会社やファミリーの規模や複雑さに関わらず）ビジ

ネスファミリーにとって、一定数の有能なメンバーを維持する

ことは不可欠なことです。 

ここで重要なことは、ビジネスファミリーがいかにして会社

の運命を決定づけるかを認識することです。経営陣が複数の世

代のアクティブな（活動している）株主で構成されているファ

ミリービジネスの場合、例えば経営陣が家族外の経営者のみで

構成されているファミリービジネスとは異なった問題が生じ

るでしょう。最初のケースの場合、アクティブな株主と活動し

ていない株主の間の過度の能力格差によって、問題が起こる場

合があります。二番目のケースの場合、家族株主の能力が十分

でない場合、株主による責任の掌握を永続的に維持することは

おそらく不可能になります。家族が監督機関や規制機関に適し

た代表者を輩出できない場合、家族は、会社が部外者のみによ

って管理されたり、家族が責任あるオーナーとしての役割を果

たせなくなったりするなどの大きなリスクに直面することと

なります。 

こうした点を考慮すると、後継世代におけるオーナーシップ

能力の集中的な開発は、ビジネスファミリーにとって体系的に

取り組むべき重要な課題であり、何度でも改めて取り組む必要

があります。このプロセスは、特に、後継者候補者のコミット

メント、パフォーマンス、教育、トレーニングといった側面と

密接に結びつきます。オーナーシップ能力の開発は、あらゆる

中核となる家族の教育において、絶対不可欠な要素です。この

開発には極めてデリケートな問題が伴うことは容易に理解で

きるでしょう。これらの問題はビジネスファミリー全体の中で、

中核家族との関係において、議論されなければなりません。

 
 

 

 

 

8  Barney (1991)を参照。 
9   Habbershon および Williams (1999)を参照。 
10 家族株主の特別な責任については、 Wimmer (2011)を参照。ファミリービジネスの構造的リスクの概念については、その家族のメンタルモデルに依存しており、

詳細は、Rüsen et al.(2012)および Rüsen et al.(2019a)の議論を参照してください。 
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4.1| ドイツのビジネスファミリーにおけるオーナー
シップ能力開発（DOC）の現状 

ヴィッテン・ファミリービジネス研究所（WIFU）が行い、2013

年に発表した、ビジネスファミリーのメンバー263 名を対象と

した調査結果は、この複雑な問題の重要性が確実に増してきて

いることを示しています。11 

調査参加者のおおむね 65%（調査時点）が、体系的なオーナ

ーシップ能力開発を実施していました。概して彼らは、この能

力開発を非常に重視していました。 

 調査参加者の 83%は、これをファミリービジネスの将来の存

続を確実にするための重要な要素と考えていました。 

 85%弱の人が、適切な方策と活動が、会社の家族株主間の

共通の意志と方針の開発を促進し、家族内での協力のプロ

セスを支援することを信じていました。 

 67%の人が、体系的なトレーニングやさらなるトレーニング

には、ビジネスファミリー内での対立の軽減に対して、少な

くとも 1 つの有益な副次的効果があると答えています。 

しかし、適切なプログラムはまだ非常に新しいアイデアで

あり、調査参加者の 53%が、DOC に 3 年未満しか関与して

いないと答えました。10 年以上こうしたプログラムを実施し

ていると答えたのはわずか 19%に留まりました。 

現在 DOC を実施していない調査参加者（調査参加者の 35%）

は、実施していない理由として、以下の点を挙げています。 

 必要性を感じなかった（43%） 

 株主の人数が少なすぎた（38%） 

 責任者がいなかった（30%） 

 株主の間でこの問題に関して意見が一致しなかった（26%） 

 リソースが不足していた（13%） 

これらの調査データから、根底にある懸念事項に関してさま

ざまな仮定を立てることができます。経験に基づくと、関連

する記述は、ビジネスファミリーの関係するメンタルモデル
12 、またはビジネスファミリーとしての（自己）組織化の度合

い 13 と非常に強い相関関係にあります。 

 

 

実施された具体的な対策については、以下に挙げたものが注

目されていることがわかります。 

 外部コンサルティングサービス（55%） 

 特別コース、セミナー、ワークショップ（48%） 

学ぶ内容については、経営管理に関するトピックに重点が置

かれています。 

 経営と戦略（82%） 

 市場と業界に関する知識（75%） 

 リーダーシップと組織（66%） 

 投資と資金調達（64%） 

 貸借対照表の分析（63%） 

これらは、ドイツのビジネスファミリーの中で実践されている

DOC のコアとなる要素です。法的および心理的な問題は、そ

れほど重要視されない傾向にあります（平均 44%または 45%）。

明らかに、オーナーシップ能力は、主要な会社経営課題として

位置付けられています。 

将来の株主の参加に関しては、興味深い状況が見て取れます。

調査対象者の 43%は、オーナーシップ能力開発の取り組みの対

象を現世代の株主の代表者のみとしており、次世代、つまり将

来の潜在的株主の代表者を除外しています。比較的多くの調査

対象者（41%）が、世代を超えた DOC の取り組みを行ってい

ると回答しています。しかし、圧倒的多数（85%）は、現役お

よび次世代の両方を含む能力育成が最も望ましいと考えてい

ます。参加者のビジネスファミリーの代表者たちは、理想的に

は「家族集団」として、共同で能力開発を進めていくことを明

らかに重視しています。

4| 現状把握 

11 詳細な議論については、Rüsen et al.(2013) を参照。 
12 Vöpel et al.(2013)および Rüsen et al.(2019b)を参照。 
13 Rüsen & Löhde (2019)、および Rüsen(2017)を参照。 



4 | 現状把握

9 

 

 

次に、これらの取り組みの「受益者」について見てみましょ

う。興味深いことに、こうした取り組みは、既に会社で勤務し

ているかどうかに関わらず、既に株主である、または将来株主

となる予定の家族メンバーを対象としています。株式を保有し

ていない家族（配偶者やパートナー、未成年者）が DOC プロ

グラムの対象となるケースはわずか（18%）です。 

したがって、ここからは（拡大）家族内において明確な線が

引かれていることが見て取れます。次世代を担う人にとって重

要なアドバイザーやロールモデルとなり得る配偶者を、ビジネ

スファミリーが DOC プログラムから排除するという考えには、

疑う余地が十分にあるでしょう。実際、ビジネスファミリー内

で共有されたカルチャーと価値観の中に受け入れられた配偶

者やパートナーが、ビジネスファミリーシステムの重要なサポ

ーターとなることはよくあることです。逆に、彼らを体系的に

除外することで、しばしば夫婦間の対立や、子供たちの間の忠

誠心についての対立が作り出されてしまいます。どちらかの親

がビジネスに深く関わりたがらなかったり、ビジネスのために

必要な犠牲を払おうとしなかったりした場合、こうした状況に

すぐに陥る可能性があります。 

適切な DOC の計画と実施の責任は、依然として主にそれぞ

れの中核家族（42%）または家族委員会（34%）に委ねられて

います。多くの場合、ビジネスファミリーのメンバーが内容を

他者に伝えていますが（40%）、外部のサービス提供者（38%）

や専門スタッフ、または会社の上級管理職（18%）が関与する

ケースも多く見られます。 

WIFU は 2018 年上半期に、ファミリーガバナンス戦略に関

する調査を実施しています。14 合計 214 名の参加者が、自らの

家族が適用している戦略について深い知見を提供してくれま

した。調査では、オーナーシップ能力開発の問題が特に重視さ

れていました。 

 調査対象者の 22%が、株主とビジネスファミリーのメンバー

向けのトレーニングプログラムを既に実施していると回答

しました。 

 72%が、オーナーシップ能力開発プログラムは重要かつ有益

であると考えています。 

 参加者の 32%が、オーナーシップ能力開発を家族戦略の実施

における最大の課題と捉えています。 

 調査対象者の 63%が、オーナーシップ能力開発は家族戦略策

定の有益な成果であると考えています。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

家族の日 

会社の取り決め書（好ましい行動） 

家族委員会／「世話役」 

明確な家族戦略 

家憲/規約 
ファミリーイントラネット/
コミュニケーションチャネル 

次世代向けプログラム 

ファミリーオフィス 

DOC/ファミリーアカデミー 

対立管理システム 

図 2：ファミリーガバナンスメカニズムの分布 

14  本件に関する詳細な議論については、Rüsen & Löhde (2019)を参照。 
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4.2| DOC プログラムを導入するビジネス

ファミリーの障壁 

 

上述のポイントを踏まえれば、集中的なオーナーシップ能力

開発の意義と重要性は明らかです。しかし驚くべきことに、実

際には、この問題への取り組みについては、完全に失敗してい

たり、体系的なアプローチが全くできていなかったりするケー

スが多く見受けられます。ビジネスファミリーの「プロフェッ

ショナル化」を阻害する重要な側面は 2 つあり、どちらも同じ

基本的なロジックに基づいています。ビジネスファミリーは通

常、（自己）組織化や能力開発に関して、家族のロジックに従

って行動を起こします。このロジックは、家族としてトレーニ

ングプログラムをこなしたり続けたりすることを想定してい

ません。家族のロジックでは、必要なことは、見て学び、歴史

を通して、または単に現場に参加することで学ぶものなのです。 

こうした家族の（学びに関する）パターンは、通常、無意識

のうちに株主の役割に転用されます。（株主）家族として家族

を組織化すべきだ、あるいは有能な株主としての役割に家族を

適応させるべきだという提案は、なじみのないものに感じられ

るでしょう。したがって、能力開発の取り組みは、計画や研修

コンセプトに則らずに、散発的に行われがちになります。興味

深いのは、例えば、会社で活動していない家族株主は、職業上

のキャリアにおいてトレーニングや継続教育を受けることは

全く当然のことと考えている一方で、彼らは、パートナー（家

族）として同様のトレーニングを受けるという提案については、

疎外感を覚え、不適切であると考えるということです。 

この傾向は、ビジネスファミリーにおける自己組織化の度合

いの低さの主な要因とみなすことができます。前述の 2013 年

の調査によると、15 ファミリーガバナンスのための手段（家族

戦略や家憲など）を設定していたのは、調査参加者のうちわず

か 27%に留まっていました。16 とはいえ、ファミリーガバナン

スの手段を活用しているビジネスファミリーの大部分（83%）

が、体系的な DOC を実施していることが分かっています。す

なわち、（自己）組織化という課題に取り組むことで、ビジネ

スファミリー内の能力とスキルプールを集中的に開発するこ

とができるようになることは明らかです。このタイプのファミ

リービジネス（その多くは多数の株主を抱えています）の中に

は、独自のファミリーアカデミーやトレーニングコンセプト

（「株主運転免許証」など）を開発しているところもあります。

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

15 Vöpel et al.(2013) を参照。 
16 ここで留意すべき重要な点は、こうした調査への参加に関心を示した家族が、既にドイツのすべてのファミリービジネス
の中で、自ら進んで選ばれた一部であるということです。 
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5 |理想的な DOC プログラムの内容 
 

  
「すべての株主が戦略について CEO と議論できる
能力を持つ必要はありませんが、株主総会で投票を
行う議題を理解できるようでなければなりません」

17 

「目指すべきは芸術家になることではありま
せん。価値あるものとそうでないものを区別

できるようになることです」18 

それでは、ビジネスファミリーのメンバーにとって理想的な

トレーニングプログラムとはどのようなものであるべきでしょ

うか。本章では、実践の際に遭遇するさまざまな概念について

述べ、それらを概念的な枠組みに当てはめてみたいと思います。

その内容は、株主にとっての「要件のカタログ」と捉えること

ができるでしょう。最後のセクションでは、これらの能力に関

する要件を株主の役割と機能に関連付けたうえで、さまざまな

運転免許証の階級との比較を行っていきます。 

5.1 | 会社を内側から知る 

ファミリービジネスを知るプロセスは、多くの場合、幼少期

から始まっており、多くの人がこのようなことを言います。

「父はいつも会社の敷地でゴーカートに乗せてくれた」、「私

たちはよく父の出張に連れて行かれて、そのときに子会社のこ

とを知るようになった」こうした状況や経験は、もちろん、本

社から遠く離れたところで生活している家族よりも、積極的に

会社に携わっている家族メンバーがいる家族において、より一

般的なものです。 

特に幼少期や青年期には、信頼できる人々のみならず、場

所や職場環境に対しても、強い感情的つながりが築かれます。

会社や生産現場、さまざまな部署などを定期的に訪れること

で、会社との密接な感情的つながりが生まれます。 

さらに夏休み、冬休みのアルバイトや一学生としてのインター

ンシップなどを行えば、そのつながりはさらに強固なものにな

ります。将来の株主となる若い世代は、このような経験を通し

て、会社内のプロセス、商品、サービス、そして主要スタッフ

について理解を深めることができます。それゆえ、後に彼らが

株主になったとき、会社とその内部構造に対する優れた理解

を、自分の役割に生かすことができるようになるのです。多く

の株主は、過去を振り返り、自身の初期の仕事（中には組立部

門や発送部門といった非常にシンプルなものであったりする）

が、階層の下位にいるスタッフも含め、従業員の労働環境や生

活環境に対する共感と理解を育むうえで非常に役に立ったと述

べています。また、会社のデジタル化のダイナミクスに対応す

るための戦略の検討に、将来の株主を早期に巻き込むことも重

要なことです。現代の会社のコンセプトから考えると、会社の

デジタル変革に関するイベントへの家族メンバーの定期的な参

加、または既存の「デジタル委員会」や専門委員会へのゲスト

参加は、体系的に採り入れるべきです。これにより、株主グル

ープ内でデジタルに対するオープンな姿勢と、準備の意識が高

まります。19 

株主が会社との感情的なつながりを失ったビジネスファミ

リーにおいては、純粋に投資家としての期待が高まることが多

くなります。そして、株主としての役割に対する認識が高まり

ますが、それは多くの場合、前世代の認識とは相容れないもの

です。さらにこうした認識は、多くの場合、ファミリービジネ

スの従業員や経営陣にとって理解することが難しく、新しい世

代の株主が会社やビジネス環境についてほとんど知識を持たな

いまま成⾧することは、会社のカルチャーにとって極めて大き

な害をもたらします。これまでもしばしば、このことが、従業

員とビジネスファミリーの間で⾧年かけて築かれた信頼関係を

台無しにしてしまったということが起きています。 

多くのビジネスファミリーはこの危険性を認識しています。

これを防ぎ、早期にファミリービジネスへの関心を呼び起こす

ために、多くの家族は子供たちに、学校の休業中や、大学生の

研修として、会社で働くことを勧めています。

 
 
  

17  ファミリー起業家が、ビジネスファミリーの家族内の能力開発コンセプトを提示する際の言葉。 
18 この発言は、私の同僚である Hermut Kormann が、オーナーシップ能力開発の取り組みにおける中核となるものは何かという 

質問に答えたものです。 
19  Bretschneider et al.(2019)および Rüsen et al.(2019a)を参照。 

これら 2 つの要因がどの程度現れるかは、ファミリービジネスのデジタル化のダイナミクスにおいて極めて重要なことです。 
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次世代のメンバーが研修生として 6 ヶ月以上の⾧さにわたっ

て働くことを希望することもあります。時として、諮問委員会

やデジタル委員会などに年⾧株主のためにゲスト席が設けられ

ることもあります。その目的は、家族が会社で議論されている

問題に関する体系的な知識と能力を習得すること、既に持って

いる関心を維持することにあります。 

5.2 | 経営陣を評価し、率いる能力を身につける  

ビジネスファミリーのメンバーは、経営陣と日常業務以外で

交流する適切な機会を設けることによって、会社の内部事情の

理解を促進する手段を得ることができます。会社の上級職のた

めに設けられたプライベートのクリスマスディナー、年次経営

会議、さまざまなランクの幹部が招待され、ビジネスファミリ

ーの家で開催される夏恒例のバーベキューなどの催しは、経営

陣、そして彼らの配偶者と個人的に知り合う機会となります。

これらのイベントでは、家族メンバーが、幹部と会話を交わし

たり、彼らに飲物を注いだりすることが重要であるとみなされ

ることがあります。こうした機会の目的は、一方では会社のト

ップ経営陣の働きに感謝を示すこと、他方では、ビジネスファ

ミリーの新しい代表者たちがこの重要な人々と出会う最初の、

カジュアルな場を作ることです。 

幹部と株主の有意義な協働を実現するために、株主には、フ

ァミリービジネスの外で、自らも積極的または受動的なマネジ

メント経験を積むことが推奨されます。この経験は、あらゆる

種類の仕事や非営利活動で得ることができます。あるファミリ

ービジネスの株主は、こう語っています。

 

 

「正しいリーダーの元で働いた経験がある人だけが、相手側
がどう感じるかを理解できます。ファミリー外の幹部たち

は、数億ユーロの売上高と数千人の従業員の運命を左右する
意思決定をしなければなりません。彼らは、会社でも NGO

でも、どんな組織にも所属したことがない家族メンバーの株
主の言うことなど、当然のことながら、真剣に受け止めよう

としません」 

この人物の属するファミリービジネスでは、すべての株主が、

監督機関や規制機関に属する前に、下位レベル（「部下として働

く経験」）と上位レベル（「リーダーとして働く」）の仕事の両

方の経験を持つことが非常に重要なこととされています。 

5.3| 企業戦略と社内の各要素間の相互作用の理解  
 
各株主は、自身の専門分野に関わらず、適切なトレーニン

グ、徹底した調査、そして自社での経験を通じて、経営幹部

の重要な決定事項や提案の順位付け、査定、評価を行える能

力を身につけるべきです。家族の代表者の視点から見ると、

これは次のようなことを意味します。 

 
「家族として、私たちは、家族外の幹部には家族内の能力のあ
る株主と話し合う権利があると考えています。彼らを選出する
際、私たちは常に、私たちよりも優れた知識を持っている人を
選ぶようにしています。私たちはあらゆるレベルのスタッフに
対して、最高のパフォーマンスを期待しています。しかし、私
たち自身にも同じ基準を使った場合のみ、それを要求しても、
納得してもらうことができます。そうでなければ、彼らは去っ
ていくでしょう」 
  

5|理想的な DOC プログラムの内容 
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5 |理想的な DOC プログラムの内容

 

この家族だけでなく他の家族の場合でも、株主は、取締役会

の戦略を対等な立場で批判的に精査し、家族の戦略と整合させ

る、戦略的能力を持つ必要があります。上述の会社の例では、

経験豊富なビジネスパーソンが、さまざまな特別トレーニング

や個人コーチングを通じて、こうした補完的な戦略的能力の開

発を行っています。  

これらのレーニングプログラムの内容は、ファミリー内 MBA

プログラムのようなものです。内容は、多くの場合、会社に関

する知識（会社固有の内容の伝達）と一般的なビジネスやテク

ノロジーのトピックで構成されています。 

オーナーシップ能力開発計画の内容を決定するアプローチ

としては、広範な会社の目標と、企業戦略に関する典型的かつ

重要な質問に目を向けるのが効果的です。 

 会社の具体的な市場動向と競争動向はどのような状態か？ 

 最大の顧客とサプライヤーはどこか？ 

 キーとなる従業員は誰か？ 

 会社のコアとなる能力はどこに、そして（該当する場合）

誰に集中しているか？ 

 具体的にどのような側面において、会社は競合他社より優

れているか？また、優れていないか？ 

 会社の成功に不可欠なものは何か？ 

 技術開発は会社にどのようなリスクをもたらすか？ 

 会社のデジタル化戦略は何か？そして結果としての方策は

どのように定義されるか？ 

こうした特別なトピックは株主に具体的に伝えなければな

らず、（残念ながら実際にはよくあることですが）基本的な経

営管理知識とみなされるべきではありません。 

初期のトレーニングセッションは、多くの場合、次のような

トピックで始まります。「貸借対照表や株主契約書の見方を学

びましょう」こうしたトピックは（最初は）興味を引くものと

は言い難く、テクニカルな知識を持たない家族メンバーにとっ

ては特に退屈に感じられ、必ずしも彼らの会社への興味や理解

を促進するものではありません。予想できることですが、商業

教育を受けていない、法律や経営学の学位を持っていない家族

メンバーは、こうした内容に怖気づき、最悪の場合、敬遠して

しまうかもしれません。したがって、会社の基本的な戦略条件

をさらった後は、ビジネス、税務、法務に関する基本的な事柄

のみを、自社の状況に基づいて非常に具体的に教えるのが望ま

しいでしょう。このコンテキストにおいて、以下に挙げる特に

重要な基本事項を網羅する必要があります。 

 会社の経営と会社の構造 

 組織 

 会社法と税法 

 決算の調整 

 資金調達 

 資産管理 

 事業報告書の構成 

5.4| 家族株主の役割の理解（システム能力） 

「私たちは、支配権を持つ家族のメンバーとして、従業員、
地域、そして自分たちの先祖に対して、特別な責任を負って

いることを自覚しています」 

この言葉は、ある家憲の前文の中にある、使命に 

関する重要な宣言であり、オーナーシップ能力に関するあらゆ

る取り組みが目指すべき点を簡潔に表しています。結局のとこ

ろ、ファミリービジネスのオーナーシップは、営利事業への参

加以上の意味を持つのです。ビジネスファミリーのメンバーは、

自社が他の種類の企業や他のファミリービジネスとどのよう

に異なるかを明確にしなければなりません。そうすることで、

会社と家族のロジックの間の相互作用的なダイナミクスがよ

りクリアに認識できるようになります。さらに、ビジネスファ

ミリーのメンタルモデル 20 を定義し、批判的な目で考察するこ

とができます。 

  

20 4 つのメンタルモデルについての詳細な説明は、Rüsen らによる WIFU 実践ガイド「ファミリービジネスのメンタルモデル」  

(2019b) に記載があります。 
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5 |理想的な DOC プログラムの内容

 
 

シンプルに言えば、メンタルモデルとはビジネスファミリーの

自己概念です。メンタルモデルは、メンバーにとって、会社と家族

の実像を捉えるうえでの重要な概念的ロジックとして使用できま

す。4 つの異なるモデル、つまりロジックのタイプがあります。 

 家父⾧制のロジック 

 経営ファミリーのロジック 

 支配型ファミリーのロジック 

 投資ファミリーのロジック 

家族の自己概念に関するこうした考慮の結果は、例えば「家族

の日」に体系的に議論するなど、定期的に検討するとよいでしょう。

「家族のルーツは？」や「家族の祖先の歴史についてどんなことが

分かっているのか？」などの知識は、この能力の構成要素の一部で

す。また、ビジネスファミリーにおける典型的な対立のダイナミク

スや、それと結びついた典型的かつ逆説的な意思決定の論理に関す

る知識も、ビジネスファミリーは学ばなければなりません。 

5.5| 個人的コミュニケーション 
能力の確立 

最後に、ビジネスファミリーのメンバーにとって重要な成⾧課題

について述べます。彼らは、さまざまな距離関係にある親戚に対し

て、プロフェッショナルなふるまいをすることを学ばなければなり

ません。家族のコミュニケーションは、多くの場合、家族評議会や

株主総会などで行われます。このコミュニケーションは、議論に参

加している人たちのさまざまな概念や期待がぶつかり合う場合に、

非常に重要なものになります。それゆえ、家族メンバーが理論化と

考察を行う能力を身につけ、衝突を起こすことなくさまざまな期待

について意見交換を行い、意思決定のコミュニケーションとは異な

る家族間のコミュニケーションを認識し、対処できることが不可欠

となります。 

 

 

 

 

コミュニケーションの基礎に関する体系的な個別トレーニ

ングを行うこと、そして家族メンバーが自分の状況や感情に

ついて心を開いて話せるコミュニケーションの場を設けるこ

とは、非常に役立ちます。 例えば、あるビジネスファミリー

の家族委員会のメンバーは、個々の家族メンバーとの面接を

行うことがあり、ビジネスファミリーの一員であることに関

する疑問、希望、不安、モチベーションなどについて話し合

い、対処します。また、非常に大規模な株主グループの場合

などでは、従業員調査と同様の、家族調査を実施して、問題

点、希望、ニーズを明らかにするのも良いでしょう。こうし

たプロセスを通して、個々の家族メンバー個人の視点が理解

され、それをビジネスファミリーの仕事に採り入れていくこ

とができます。 

家族戦略開発プロセスのこの段階では、DOC プログラムにおい

て想定され、受け入れられる内容について、詳細な説明を提供する

ことが可能です。それを基盤として、ビジネスファミリーのメンバ

ーが使える時間と内容、そしてプログラムに参加できる人々を考え

て、予算案を正確に作成する必要があります。このプロセスが完了

した後、実際の作業を始めます。継続的で受け入れられる研修プロ

グラムが実現するかどうかは、多くの場合、家族の責任者または家

族委員会のメンバーの腕にかかっています。 

5.6| オーナーシップ能力に関する役割に応じた要件  
 
 
株主に伝えるべきオーナーシップ能力の内容は、個々人の年齢、

学歴、会社または家族委員会における役割によって異なります。し

たがって、それらは個別の能力モジュールとして明確に定め、区別

する必要があります。このアプローチは、運転免許証制度に例える

と理解しやすいでしょう。21,22 

  

21 この場を借りて、この比喩のアイデアを最初に提供してくれた Thomas Wrede 氏に感謝の意を表します。 

22  以下の記述は Rüsen (2018)に基づいています。 
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5 |理想的な DOC プログラムの内容

 
 
 
 
 
 
 

 

 • 株主として株主総会で議事録を追い、投票を行ったり、家族

会議でメンバーとして投票したりするためには、基礎を網羅し

た能力モジュールで学ぶ必要があります。そこで学ぶ能力やス

キルは、軽二輪車の運転免許（例：原動機付自転車免許）のよ

うなものです。 

• 家族委員、会社の管理委員、または株主委員に選出されるに

は、基礎的なスキルを基盤として、分野特有の課題に関する深

い専門的能力を習得する必要があります（方策としては、特化

したトレーニングやコーチングセッションなどがあります）。 

これは、35 キロワットまでの自動車やオートバイの運転免

許を取得するようなものです。 

• 適切な委員会の議⾧を務めるためには、すなわち委員会の戦

略的意思決定を準備する役割を担うには、能力レベルをさら

に高める必要があります（例えば、他社や類似の委員会で経

験を積む、または特別なコーチングセッションに参加するな

どがあります）。この能力レベルは、35 キロワットを超える

大型トラックやオートバイの運転免許を取得するようなも

のです。
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 
 

図 3：役割に基づくオーナーシップ能力のタイプ（運転免許制度を例にとった説明） 

 株主 

委員会のメンバー 

委員会の議⾧ 
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6| 結論：6 つの提言 
 

 

ここで議論された問題は、ビジネスファミリーにおけるオー

ナーシップ能力という非常に重要な課題を明らかにしました。

ドイツ語圏のファミリービジネスで現在見られる変化は、ドイ

ツ経済を形作ってきたファミリービジネスの運命を、今後ます

ます多くなる活動していない株主が決定づけるようになるこ

とを示唆しています。この問題の検討は、ドイツ経済において

非常な「背骨」であるファミリービジネスにとって、背中のト

レーニングを行うスクールを作るようなものだと言えるでし

ょう。こうした状況を踏まえ、以下にファミリービジネスにお

いて推奨される行動を以下に挙げました。これらについては、

「家族の日」や株主総会に、重要なトピックとして議論する必

要があるでしょう。

 
 

1 自社において DOC が体系的に実践されている形式をチェックします。機会に応じて提供さ

れる経験との比較をしたうえで、現状分析を行ってください。 

2 
DOC が（まだ）ない場合は、DOC に関する議論を家族内で開始し、適切な方策を講じてく

ださい。意思決定プロセスと実行プロセスには、すべての株主と家族メンバーが参加するこ

とが重要です。理想的には、家族の戦略的考慮事項に基づき、これらの問題群がどの程度顕

在化するかに応じて適応させると良いでしょう。 

3 
DOC が既に実施されている場合は、能力向上の取り組みの恩恵を受けるのは誰で、（これ

まで）考慮されてこなかったのは誰なのかを確認してください。現在の DOC が、できるだ

け多くの家族メンバー、特に後継世代や（まだ）株式を保有していない家族メンバーに行き

渡るようにしてください。 

4 
経営や財務に関する従来のトピックを伝えるだけでなく、法律知識、心理学的知識、ファミ

リービジネス全般、そして自社のビジネス特有の知識、デジタル化に関するトピックなど、

包括的な内容も含めるようにしてください。 

5 
株主グループ内や会社内で目指す役割を考慮し、後継世代向けの能力開発プログラムをそれ

ぞれ作成します。第一に、活動していない株主の能力やスキルに関する内容の要件と、会社

の役員を務めるメンバーに対する要件を明確に区別してください。しかしこれらは、例えば、

委員としての役割、さらには委員⾧としての役割（監督機関の議⾧など）が株主としての役

割と関連して果たされる場合、大幅に拡大される可能性があります。 

6 
オーナーシップ能力開発が家族マネジメントシステムの体系的な構成要素となり、明確に組

織化された方法で実施されるようにしてください。 

そのために、研修内容と、トレーニングおよび能力開発プロセスへの参加条件を、正確に決

定する必要があります。 
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